
3.14 NO！デジタル庁 デジタル監視法案に反対する市民集会 

 

□ デジタル改革関連法案反対連絡会の自己紹介 

 

□ デジタル改革関連法案（労働組合の視点から） 

＜リクナビ事件と個人情報＞ 

就職情報サイト「リクナビ」を運営するリ

クルートキャリアが就活生の「内定辞退率」

を予測し、企業に販売していた問題で、個人

情報保護委員会は 2019 年 12 月 4 日、辞退率

の提供を受けていた企業にも指導を行ったと

発表した。利用目的の通知や個人データを外

部に提供する際の対応などが不適切だったた

めという。指導を受けた企業は、トヨタ自動

車、京セラ、YKKなど 35社。 

 

問題となっていたのは、リクルートキャリ

アの「リクナビ DMP フォロー」というサービ

ス。同社は 2018年度に対象企業に応募した学

生のリクナビ上の行動履歴などを分析。アル

ゴリズムを作成して 19 年度の学生の行動履

歴と照合することで内定辞退率を予測してい

たが、学生に十分な説明をすることなく企業

に提供していたとして、19年 8月にサービス

を廃止。同月には個人情報保護委員会から、9月には厚生労働省から指導を受けている。個人情報

保護委員会からは、今回 2度目の勧告を受けた。 

 

 リクナビ DMP フォローを利用していた企業のうち、トヨタ自動車、京セラ、YKK、三菱商事など

11社は、同サービスの利用目的について適切に通知・公表するよう指導を受けた。デンソーやレオ

パレス 21など残り 24社はこれに加え、個人データを第三者に提供する場合や個人データの取り扱

いを委託する場合の対応についても指導を受けている。 

2015年 8月 26日 全労連、全商連、自由法曹団等と「マイナンバー制度反対連絡会」を発足 

2021年 2月 2日 デジタル改革関連法案に反対する連絡会の準備会を開催 

2021年 2月 25日 デジタル改革関連法案に反対する連絡会の発足「2.25院内集会」を開催 

2021年 3月 5日 「企業に狙われる個人情報 低下する市民サービス 3.5院内集会」を開催 

 自由法曹団・税経新人会・不公平な税制をただす会・全国商工団体連合会 

全国保険医団体連合会・中央社会保障推進協議会・国民大運動実行委員会・

公務労組連絡会・東京土建一般労働組合・日本自治体労働組合総連合・ 

出版労働組合連合会東京地方労働組合評議会・全国労働組合総連合 

2021年 3月 10日 国民大運動実行委員会「定例国会前行動」 

2021年 3月 12日 衆議院内閣委員会傍聴行動 



＜労働者の働く権利を侵害する危険性＞ 

 

法案は、転職時等において「使用者間で特定個人情報の提供を可能とする」としている。転職状

況や人事評価、勤務態度などの就労情報が企業間で利活用されることにより、憲法 27 条に定める

労働者の働く権利を脅かしかねない問題である。 

 

＜社会的運動の規制強化にも重大な障害に＞ 

政治的な信条や傾向のプロファイリングは、プライバシーの観点から厳格に規制する必要がある。 

ビッグデータの利活用により、時の政府や特定政党の支持への世論誘導、選挙での投票行為に多大

な影響を与えることが可能になる。また、蓄積された個人情報は、労働運動や市民運動など社会的

な運動の弾圧、排除することに利活用される危険性があり、憲法 19 条に定める思想信条の自由を

脅かす恐れがある。 

  

＜改憲勢力がすすめるデジタル庁を軸とした改革＞ 

・憲法 13条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権 

利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重

を必要とする。 

・憲法 19条  思想及び良心の自由は、これを侵してはならない 

・憲法 27条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

 

 

 



□ 特定商取引等の契約書のデジタル化（生協職員の視点から） 

3月 5日には「特定商取引法」と「預託法」の改正案が閣議決定された。 

悪質事業者を喜ばすデジタル化といえる。 

支持できる部分 問題点 

詐欺的な定期購入商法対策／送り付け商法対

策／販売預託商法の原則禁止 

契約書面等の交付義務のデジタル化 

→悪質な事業者がデジタルな不慣れな消費者

を騙して承諾させ、悪用することが懸念される 

 

←特定商取引法 

政府が契約書の電子化を認めようとし

ているのは、訪問販売・電話勧誘販売・マ

ルチ商法、預託商法など、主に特定商取引

法（特商法）や預託法で規制されている取

引。過去にトラブルが多発し、特に消費者

保護が必要とされる取引で、契約を結ぶ

際には内容やクーリングオフについて書

いた書面を紙で渡すことが義務づけられ

ている。 

3 月 5 日時点で反対意見書を提出しているの

は日本弁護士連合会や地方弁護士会、消費者団

体など 41団体。 
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